
守口市門真市消防組合人事行政の

運営等の状況の報告

令和６年度

守口市門真市消防組合



１　職員の任免及び職員数に関する状況

①職員採用の状況（人） (人）

②職員の退職の状況（令和６年４月１日～令和７年３月31日） (人）

③補職別職員数の状況（各年度４月１日現在） (人）

消防組合の人事行政を運営していく上で、より公正で透明性を高めていくために、人事行政の主な内容をお知らせします。

令和６年度

人　　事　　行　　政　　の　　運　　営　　等　　の　　状　　況

採用

新規採用 再任用

13 0

４月採用 １０月採用

20

定年退職

その他

合計 13 20

早期退職 普通退職 死亡退職

区分 令和５年度 令和６年度 増減数

退職 2 5 3 0

次長 2 2 0

消防長 1 1 0

署長・本部課長 6 7 1

署課長級 9 10 1

副署長級 2 2 0

課長補佐級 22 20 △ 2

合計 330 339 9

その他 243 251 8

補
職
別
内
訳

係長級 45 46 1



２　職員の人事評価

　 職員の能力及び実績に基づく人事管理の徹底を図り、人事評価を職員の任用（採用、昇任、降任）、給与、分限その他の人事

管理の基礎として活用し、その運用を通じて、市民の期待に応えられる高い能力を持った人材育成の向上につなげます。

３　職員の給与の状況

（令和６年４月１日）

４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

①勤務時間の状況

※休憩時間　12：00～12：45

②年次休暇の状況

③病気休暇

　 職員が傷病（公務による場合を除く。）により療養を要する場合に付与することができます。

④介護休暇

   職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等で負傷又は疾病等により介護をするため、勤務しないことが相当であると認める場合に

付与することができます。その勤務しない１時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額します。

総合評価期間
期初面談の日から
年度　１月３１日まで

期初面談の日から
年度　１月３１日まで

被評価者（評価の対象者）の範囲

標準基準日において、次長以下の者
（①任期の定めのある他団体等からの派遣職員、②任期の定めのある他団体等への
派遣職員及び研修生、③長期の休暇等により評価基準日において実務日数が９０日
に満たない職員を除く）

評価期間及び評価基準日

業績評価 能力評価

総合評価基準日 年度　２月　１日

評価の内容

業績評価

次のうちから取り組む個人目標を設定し、その達成度を評価する
（１）消防整備計画に掲げる事業の更なる推進及び具体的な実践
（２）議会指示・要望における課題等懸案事項の解消
（３）所掌事務・事業の具体的推進
（４）その他事務事業改善等

消防職員 303,620 36歳10月

能力評価
階級別に果たすべき役割・能力に基づいて、設定した評価項目に
ついて評価する

区分 平均給料月額 平均年齢

38：45 7：45 8：45 17：15

１週間の勤務時間 １日の勤務時間 始業 終業

12800 5053 337 15.0 39%

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 消化率



⑤主な特別休暇

５　育児休業等の利用状況（令和６年度）

項目 付与日数等

天災地変その他非常災害による職員の住居の減失又は破壊により出勤に
支障があるとき

必要と認める期間

裁判員、証人、鑑定人、参考人等として、裁判所その他の官公署へ出頭す
るとき

出頭に必要な日時

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による交通
遮断又は隔離のとき

隔離期間

天災地変その他非常災害による交通遮断その他交通機関等の事故等の
不可抗力により出勤できないとき

必要と認める期間

生理のため勤務が著しく困難なとき ２日以内で必要と認める期間

出産する場合
その出産予定日の５６日（多胎妊娠の場合にあっては、
９８日）前の日から出産の日後５６日までの期間

結婚するとき ６日以内

配偶者が分べんしたとき
入院の日から退院の日後１週間までの間において第１
子は３日以内、第２子からは５日以内で必要と認める期
間

生後満１年２月に達しない子を育てるとき １日２回　１回３０分

妊娠中又は出産後の女性職員が母子健康法に規定する保健指導又は健
康診査を受けるとき

妊娠２３週までは４週間に１回、妊娠２４週からは２週間
に１回、出産後１年まではその間に１回それぞれ必要と
認められる時間

親族が死亡したとき ２日から１０日以内（続柄により付与日数は異なる）

父母（実父母及び養父母をいう。）、配偶者及びその子の祭日のとき １日

妊娠したとき
産前休暇をとるまでの間において、１日につき１時間以
内で必要と認める期間

２親等以内の親族が結婚するとき
１親等の親族にあっては当日を含み２日、２親等の親族
にあっては結婚当日の１日

妊娠障害のため勤務が著しく困難であるとき
産前休暇をとるまでの間において１０日以内で必要と認
める期間

妊娠中の職員の母体又は胎児の健康保持に影響があると認めるとき 適宜休息し、又は捕食するために必要な時間

職員が不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相当であると認め
られるとき

１の年度につき５日の範囲内の期間

骨髄バンクへの登録の申出及び骨髄等を提供するために必要な検査、入
院等のため勤務しないことがやむを得ないと認められる場合

必要と認める期間

夏季において元気回復を図るとき 管理者が定める期間内において６日以内

長期勤続職員が健康の増進及び勤労意欲の向上を図るとき ５日以内

部分休業 0

種別 制度の内容 取得者人数

育児休業
３歳に満たない子を養育するために休業をすることができる

10



６　職員の分限及び懲戒処分の状況（令和６年度）

※ 分限処分：職員がその職責を十分に果たすことができないときに、職員の意思に反する不利益な取り扱いを認めるものであ

り、公務の能率の維持と適正な行政運営の確保を目的としています。

懲戒処分：一定の義務違反を行った職員に責任を問うための制裁であり、規律と秩序の維持を目的としています。

７　職員の服務の状況

　  職務に専念する義務の特例について

　  職員は、職務に専念する義務を負います（地方公務員法第35条）が、「職務に専念する義務の特例に関する条例」により、研修を

 受ける場合や厚生事業に参加する場合、その他任命権者が定める場合は、職務専念義務が免除されることがあります。

８　職員の研修の状況（令和６年度）

　　研修：職務の遂行に必要な知識、技術及び教養の向上と公務員意識のかん養を図り、全体の奉仕者としてふさわしい職員の養

　 　　　　成に努めることを基本方針としています。

（人）

９　職員の退職管理

（件）

10　職員の福利及び利益の保護の状況

①健康診断の状況

・定期健康診断

・特別健康診断（深夜業務従事者）

・感染症防止対策（救急隊員等）

・ストレスチェック

②共済制度（大阪府市町村職員共済組合）

   大阪府市町村職員共済組合に加盟

分限処分 3

懲戒処分 0

府立消防
学校

高度専門教育訓
練センター

消防大
学校

資格
取得

マッセ
大阪

その他
専門実務研修、

予防、警防、救急
等

人権研修

委託（派遣）教養 本部教養
研修派

遣
府・市等

階層別研
修

安全運転
講習会

51 22 3 40 7 80 339 1

研修の
概要

離職年度 届け出件数

339 136 85

令和６年度 0



③福利厚生の状況

：

④公務災害補償の状況

11　消防組合公平委員会からの報告事項

実施団体名 負担割合 事業内容 消防組合決算額（千円）

守口市門真市消防組合職員厚生会
職員：消防組合 委託事業、

健康増進支援、
体育文化助成　  等

4,292
1 1

公務災害補償制度
公務災害申請件数 ５件

不利益処分に関する審査請求 該当なし

通勤災害申請件数 ２件

勤務条件に関する措置の状況 該当なし


